
議案第 82 号 

 

 

   令和７年度湯河原町一般会計補正予算（第８号） 

 

令和７年度湯河原町の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１９，８３２千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２，７１３，１２３千

円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。  

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

令和７年12月８日提出 

 

 

 

湯河原町長 内 藤 喜 文  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳　入

款 項

19 繰 入 金

基 金 繰 入 金

                      歳             入             合             計

‐１‐

22 町 債

町 債



1,478,728 63,632 1,542,360

1,478,728 63,632 1,542,360

590,800 56,200 647,000

590,800 56,200 647,000

12,593,291 119,832 12,713,123

（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

‐２‐
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1

歳　出

款 項

9 教 育 費

教 育 総 務 費

社 会 教 育 費

12 予 備 費

予 備 費

                      歳            出            合            計

‐３‐



1,148,712 132,993 1,281,705

394,601 104,852 499,453

300,789 28,141 328,930

100,521 △13,161 87,360

100,521 △13,161 87,360

12,593,291 119,832 12,713,123

（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

‐４‐



第 ２ 表　繰 越 明 許 費 補 正

（追加）

事　　業　　名 金　　額

９ 教育費 １ 教育総務費
低濃度ＰＣＢ含有機器処理事業
（学校施設）

104,852

９ 教育費 ７ 社会教育費
低濃度ＰＣＢ含有機器処理事業
（美術館）

28,141

（単位  千円）

款 項

‐５‐



第 ３ 表　 債 務 負 担 行 為 補 正

（追加） (単位　千円)

みやのうえ保育園整備事業
工事請負費

令和８年度から
令和９年度まで

670,000

事 項 期 間 限 度 額

みやのうえ保育園整備事業
施工監理業務委託料

令和８年度から
令和９年度まで

14,000

‐６‐



第 ４ 表　 地 方 債 補 正

（単位　千円）

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

学校施設整備事業 133,600 189,800

計 590,800 647,000

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

　証書借入又
は証券発行
　事業の進捗
その他の都合
により起債前
借又は翌年度
に繰り越して
借り入れるこ
とができる。

5.0％以内
ただし、利

率見直し方式
で、借り入れ
る資金につい
て、利率の見
直しを行った
後 に お い て
は、当該見直
し後の利率に
よる。あああ

政府資金につ
いてはその融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者
と協定するもの
による。あああ

ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還 期 限 を 短 縮
し、又は繰上償
還若しくは低利
債に借り換える
ことができる。

　証書借入又
は証券発行
　事業の進捗
その他の都合
により起債前
借又は翌年度
に繰り越して
借り入れるこ
とができる。

5.0％以内
ただし、利

率見直し方式
で、借り入れ
る資金につい
て、利率の見
直しを行った
後 に お い て
は、当該見直
し後の利率に
よる。あああ

政府資金につ
いてはその融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者
と協定するもの
による。あああ

ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還 期 限 を 短 縮
し、又は繰上償
還若しくは低利
債に借り換える
ことができる。

‐７‐



 



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総　括

歳　入

款 補  正  前  の  額

歳　　入　　合　　計 12,593,291

‐９‐

19 繰 入 金 1,478,728

22 町 債 590,800



63,632 1,542,360

56,200 647,000

119,832 12,713,123

（単位：千円）

補    正    額 計 備        考

‐10‐



1,148,712 132,993

100,521 △13,161

12,593,291 119,832

‐11‐

9 教 育 費

12 予 備 費

歳　　出　　合　　計

歳　出

款 補正前の額 補 正 額



1,281,705 56,200 63,632 13,161

87,360 △13,161

12,713,123 56,200 63,632

‐12‐

（単位：千円）

計

補  正  額  の  財  源  内  訳 

特   定   財   源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

備    考



19 繰入金 1,478,728 63,632 1,542,360

1 基金繰入金 1,478,728 63,632 1,542,360

4 公共施設等総合管理計画推進基金繰入金 69,050 63,632 132,682

22 町債 590,800 56,200 647,000

1 町債 590,800 56,200 647,000

5 教育債 133,600 56,200 189,800

２　歳　入

款      項      目 補正前の額 補 正 額 計

‐13‐



（単位：千円）

金  額

1 公共施設等総合管 63,632 公共施設等総合管理計画推進基金繰入金 63,632
理計画推進基金繰
入金

1 学校施設整備事業 56,200 学校施設整備事業債 56,200
債 　低濃度ＰＣＢ含有機器処理事業（学校施設）

19  繰入金

‐14‐

節

区  分
説  明



国県支出金 地 方 債 そ の 他

9 教育費 1,148,712 132,993 1,281,705 56,200 63,632 13,161

1 教育総務費 394,601 104,852 499,453 56,200 48,652

2 事務局費 392,271 104,852 497,123 56,200 48,652

7 社会教育費 300,789 28,141 328,930 14,980 13,161

4 美術館費 57,277 28,141 85,418 14,980 13,161

12 予備費 100,521 △13,161 87,360 △13,161

1 予備費 100,521 △13,161 87,360 △13,161

1 予備費 100,521 △13,161 87,360 △13,161

‐15‐

３　歳　出

款 項 目 補正前の額 補 正 額 計

補   正   額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



（単位：千円）

12 委託料 10,516 ○低濃度ＰＣＢ含有機器処理事業（学校施設） 104,852

14 工事請負費 94,336     工事請負費 94,336

12 委託料 4,389 ○低濃度ＰＣＢ含有機器処分事業（美術館） 28,141

14 工事請負費 23,752     工事請負費 23,752

○予備費 △13,161
    予備費 △13,161

‐16‐

説  明

9 教育費  1 教育総務費  2 事務局費

    運搬処分業務委託料 10,516

    運搬処分業務委託料 4,389

節

区  分 金  額



（追加）

み やのう え保 育園 整備 事業
工 事 請 負 費

670,000

み やのう え保 育園 整備 事業
施 工 監 理 業 務 委 託 料

14,000

金 額

債務負担行為で翌年度以降にわたるも

又は支出額の見込み及び当該年度以

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 見 込 額

期 間

‐17‐



（単位  千円）

令和８年度
～ 14,000 13,600 400

令和９年度
令和８年度

～ 670,000 628,100 30,000 11,900
令和９年度

期 間 金 額
特 定 財 源

一 般 財 源
国県支出金 地 方 債 そ の 他

のについての前年度末までの支出額

降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 する 調書

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

‐18‐



補正前の額 補 正 額

1 総 務 債 19,252 15,815 224,900 3,438 237,277

2 民 生 債 888,391 837,061 12,500 51,509 798,052

3 衛 生 債 122,543 111,681 11,600 10,869 112,412

4 農林水産業債

5 観 光 商 工 債

( 41,100 )
6 土 木 債 1,071,949

7 消 防 債

( 18,100 )
8 教 育 債 1,025,142

9 災 害 復 旧 債 141,106 154,818 20,100 134,718

10 特 例 地 方 債 4,430,520 4,056,827 397,584 3,659,243

( 59,200 )
9,420,291 8,745,489 590,800 56,200 853,804 8,597,885

注　（　）は外書きで、繰越しに係る地方債の額

地 方 債 の 前 前 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み の 補 正 に 関 す る 調 書

(単位  千円）

区 分
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
当該年度末
現 在 高
見 込 額

当該年度中起債見込額 当該年度中
元 金 償 還
見 込 額

152,958 140,259 38,500 23,484 155,275

527,400 488,991 38,458 450,533

1,099,845 60,600 108,559 1,065,090

926,961 842,946 109,100 99,922

合 計

852,124

1,111,315 133,600 56,200 99,881 1,133,161

‐19‐


